	県外避難者受入自治体実態調査


関西学院大学災害復興制度研究所
所長　室﨑　　益輝
年末年始でご多忙の折、お手を煩わせることになりますことをご容赦ください。当研究所は、福島大学災害復興研究所と連携協定を結び、さらには支援団体「富岡町を応援するおせっかいプロジェクトチーム」「東日本大震災支援全国ネットワーク（JCN）」、及び毎日新聞社とも協力しながら、東日本大震災や東京電力福島第一原子力発電所の事故で避難された方々の生活実態や各自治体での受け入れ状況、各地での民間による支援について調査・研究を進めております。今回の調査は、各自治体の県外避難者の受け入れと支援の状況を把握することで、県外避難者の自立や生活再建に資することが目的です。御用繁多とは存じますが、調査の趣旨をお酌み取りいただき、ご協力いただきますよう願いする次第です。

調査の回答は、同封の封筒にて返信いただくか、下記へFAXをいただければ幸いです。また、デジタルでの回答をご希望の場合は、下記研究所ホームページの「調査」のバナーをクリックのうえ、調査票をダウンロードし、添付メールにてご返送ください。

なお、調査結果については、メディアや研究所ホームページを通じて開示していく予定です。

【記入上の注意】

１　回答は、特に指示のない限り、あてはまる番号をひとつ○で囲んでください。ただし、「あてはまるものすべてに○をつけてください」と複数回答可の指示がある問いについては、その指示にしたがってください。

２　お手数ですが、最後に記入もれや記入ミスがないかどうか今一度お確かめください。

３　締め切り：2012年1月16日
▼調査主体・調査企画

関西学院大学・山中　茂樹、森　康俊、川崎医療福祉大学　田並　尚恵

▼調査責任者：問い合わせ先
関西学院大学災害復興制度研究所　主任研究員／教授　　山中茂樹

E-mail：s-yamanaka@kwansei.ac.jp

携帯：０９０－９０４７－９０２２
▼調査協力：記事化についての問い合わせ先

毎日新聞社大阪本社　社会部　記者　川口　裕之

E-mail：kawaguchi-hi@mainichi.co.jp

▼調査実施：メールでの返送先

株式会社サーベイリサーチセンター　社会情報部　アンケート事務局
E-mail: hinan-chousa@surece.co.jp
	貴自治体について


０．貴自治体について教えてください。

	自治体名
	

	担当課
	
	回答者
	

	兼務している部・課
	

	ご連絡先
	Tel：　 
	Fax：
	e-mail：

	県外被災者受入に関係している課
	

	災害時自治体間協定を結んでいる自治体
	



問1　県外避難者として各種支援の対象になっているのは、どのような人ですか（○はいくつでも）。

１．東日本大震災において、り災証明書または被災証明書を持っている人

２．り災証明書または被災証明書を持っている人に加え、福島県からの避難者すべて

３．東日本大震災において、災害救助法の適用市町村に住んでいた人

４．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問2　貴自治体は、東日本大震災で被災された方を公的施設等で受け入れましたか（みなし仮設住宅＝民間賃貸住宅への避難者も含む）。
１．受け入れた　　　　→問3へお進みください。
２．受け入れていない　→問9へお進みください。
問3　問2で、「１．受け入れた」とお答えになった自治体におききします。受入の態様についてお答えください。当てはまるものすべてに○をつけてください。
１．1次避難所
２．2次避難所
３．仮設住宅
４．公営住宅
５．民間賃貸住宅（みなし仮設住宅）

６．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問4　それぞれの受入期間についてお答えください（受入期間が定まっていない場合、未定に○をつけてください。更新期間が設定されている場合にはその期間もご記入ください）。
	
	受入施設
	受入期間
	更新期間

	1
	１次避難所
	　月　　日～
	未定
	　　カ月・年

	2
	２次避難所
	　　月　　日～
	未定
	　　カ月・年

	3
	仮設住宅
	　　月　　日～
	未定
	　　カ月・年

	4
	公営住宅
	　　月　　日～
	未定
	　　カ月・年

	5
	民間賃貸住宅（みなし仮設住宅）
	　　月　　日～
	未定
	　　カ月・年

	6
	その他（　　　　　　　　　　）
	　　月　　日～
	未定
	　　カ月・年


問5　公的施設等で受入をした県外避難者の人数をお聞きします。それぞれピーク時の人数でお答えください。また、その時期はいつでしょうか？
	
	受入施設
	受入数
	ピークの時期

	1
	１次避難所
	　　カ所　　　　　世帯　　　　　 人
	

	2
	２次避難所
	　　　カ所　　　　　世帯　　　　　 人
	

	3
	仮設住宅
	　　　　棟　　　　　世帯　　　　 　人
	

	4
	公営住宅
	　　　　戸　　　　　世帯　　　　 　人
	

	5
	民間賃貸住宅（みなし仮設住宅）
	　　　　戸　　　　　世帯　　　　 　人
	

	6
	その他（　　　　　　　　　　）
	　
	


問6　12月1日現在で把握されている公的施設等で受入をした県外避難者の人数をお答えください。
	
	受入施設
	受入数

	1
	１次避難所
	　　　　カ所　　　　　　　世帯　　　　　　 人

	2
	２次避難所
	　　　　　カ所　　　　　　　世帯　　　　　　 人

	3
	仮設住宅
	　　　　　　棟　　　　　　　世帯　　　　　　 人

	4
	公営住宅
	　　　　　　戸　　　　　　　世帯　　　　　　 人

	5
	民間賃貸住宅（みなし仮設住宅）
	　　　　　　戸　　　　　　　世帯　　　　　　 人

	6
	その他（　　　　　　　　　　）
	　


問7　12月1日現在で把握されている公的施設等で受入れをした県外避難者の出身県別内訳を記入ください。
	出身県
	岩手県
	宮城県
	福島県
	茨城県
	千葉県
	山形県
	その他

	世帯/人数
	　　/
	　　/
	　　/
	　　/
	　　/
	　　/
	　　/


問8　12月1日現在で把握されている公的施設等で受入れをした県外避難者の年代別内訳をお教えください。

	
	20歳未満
	20歳代
	30歳代
	40歳代
	50歳代
	60歳以上
	不明

	岩手県
	
	
	
	
	
	
	

	宮城県
	
	
	
	
	
	
	

	福島県
	
	
	
	
	
	
	

	茨城県
	
	
	
	
	
	
	

	千葉県
	
	
	
	
	
	
	

	山形県
	
	
	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	
	
	



問9　公的施設等以外に避難している県外避難者を把握されていますか（自主避難者を除く）。
１．把握している　　→問10へお進みください。
　２．把握していない　→問14へお進みください。
問10　公的施設等以外に避難している県外避難者の避難先と人数をお聞きします。それぞれピーク時の人数でお答えください。また、その時期はいつでしょうか？

	
	避難先
	避難者の入数
	ピークの時期

	1
	親類・知人宅
	　　 戸　　　　世帯　　　 　人
	

	2
	民間賃貸住宅（みなし仮設住宅を除く）
	　　 　戸　　　　世帯　　　 　人
	

	3
	その他（　　　　　　　　　　）
	　
	


問11　12月1日現在で把握されている公的施設等以外に避難している県外避難者の人数をお答えください。

	
	避難先
	避難者の人数

	1
	親類・知人宅
	　　　　　戸　　　　　　　世帯　　　　　　 人

	2
	民間賃貸住宅（みなし仮設住宅を除く）
	　　　　　　戸　　　　　　　世帯　　　　　　 人

	3
	その他（　　　　　　　　　　　　　）
	　


問12　12月1日現在で把握されている公的施設等以外に避難している県外避難者の出身県別内訳を記入ください。

	出身県
	岩手県
	宮城県
	福島県
	茨城県
	千葉県
	山形県
	その他

	世帯/人数
	　　/
	　　/
	　　/
	　　/
	　　/
	　　/
	　　/


問13　12月1日現在で把握されている公的施設等以外に避難している県外避難者の年代別内訳をお教えください。

	
	20歳未満
	20歳代
	30歳代
	40歳代
	50歳代
	60歳以上
	不明

	岩手県
	
	
	
	
	
	
	

	宮城県
	
	
	
	
	
	
	

	福島県
	
	
	
	
	
	
	

	茨城県
	
	
	
	
	
	
	

	千葉県
	
	
	
	
	
	
	

	山形県
	
	
	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	
	
	


問14　り災証明、もしくは被災証明を持っていない人、いわゆる自主避難者も把握されていますか。

１．把握している　　→問15へお進みください。
２．把握していない　→問19へお進みください。
問15　自主避難者の避難先と人数をお聞きします。それぞれピーク時の人数でお答えください。また、その時期はいつでしょうか？

	
	避難先
	避難者の入数
	ピークの時期

	1
	親類・知人宅
	　　 戸　　　　世帯　　　 　人
	

	2
	民間賃貸住宅
	　　 　戸　　　　世帯　　　 　人
	

	3
	その他（　　　　　　　　　　）
	　
	


問16　12月1日現在で把握されている自主避難者の人数をお答えください。

	
	避難先
	避難者の人数

	1
	親類・知人宅
	　　　　　戸　　　　　　　世帯　　　　　　 人

	2
	民間賃貸住宅
	　　　　　　戸　　　　　　　世帯　　　　　　 人

	3
	その他（　　　　　　　　　　　　　）
	　


問17　12月1日現在で把握されている自主避難者の出身県別内訳を記入ください。

	出身県
	岩手県
	宮城県
	福島県
	茨城県
	千葉県
	山形県
	その他

	世帯/人数
	　　/
	　　/
	　　/
	　　/
	　　/
	　　/
	　　/


問18　12月1日現在で把握されている自主避難者の年代別内訳をお教えください。

	
	20歳未満
	20歳代
	30歳代
	40歳代
	50歳代
	60歳以上
	不明

	岩手県
	
	
	
	
	
	
	

	宮城県
	
	
	
	
	
	
	

	福島県
	
	
	
	
	
	
	

	茨城県
	
	
	
	
	
	
	

	千葉県
	
	
	
	
	
	
	

	山形県
	
	
	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	
	
	


問19　自主避難者の扱いについてお聞きします。

１．自主避難者については、対応していない
２．自主避難者については、り災証明・被災証明を持っている人と同等の扱いをしている
３．自主避難者のうち、福島県からの避難者については、り災証明・被災証明を持っている人たちと同等の扱いをしている
４．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問20　現在の被災証明は、必ずしも当該地域の被曝放射線量を反映したものとなっていません。これについてどう思われますか。

１．やむをえない
２．被曝放射線量を反映させたものにするべきだ
３．被曝放射線量とは別の線引きが必要だ
４．わからない

５．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


問21　総務省の全国避難者情報システムを活用しておられますか。
１．している　　→問22へお進みください。
２．していない　→問23へお進みください。
問22　全国避難者情報システムの活用をはじめた時期はいつからですか。

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問23　全国避難者情報システムとは別のシステムをお使いですか。

１．使っている　　→問24へお進みください。
２．使っていない　→問25へお進みください。
問24　どのようなシステムをお使いでしょうか。具体的にお答えください。

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問25　県外避難者の把握はどのような方法でなさっているのでしょうか。

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問26　兵庫県西宮市が開発し、総務省(財)地方自治情報センターが普及を図っている被災者支援
システムをご存じですか。

１．知っている　→問27へお進みください。
２．知らない　　→問28へお進みください。
問27　西宮市の被災者支援システムを導入しておられますか。

１．導入している
２．導入しているが、手を加えて使っている
３．導入していない
問28  県外避難者の受け入れ人数等を把握するために、貴自治体では独自に集計を行っておられますか。
　１．独自の集計をしている

　２．独自の集計はしていない
問29　全国避難者情報システムは、今後の災害でも使えるとお考えですか。

１．そう思う

 →問31へお進みください。
２．改善した方がよい　→問30へお進みください。
３．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問30　改善した方がよい、とお答えになった自治体にお聞きします。改善点を具体的にお答えください。

自由回答

	県外避難者支援ボランティア団体について


問31　所轄管内で、県外避難者の支援を行っているボランティア団体をご存じですか。

１．知っている　→問32へお進みください。
２．知らない　　→問33へお進みください。
問32　ボランティア団体を知っていると答えられた自治体にお聞きします。団体名と連絡先を教えてください。
	1
	団体名
	

	
	連絡先
	

	
	ＨＰ
	

	2
	団体名
	

	
	連絡先
	

	
	ＨＰ
	

	3
	団体名
	

	
	連絡先
	

	
	ＨＰ
	

	4
	団体名
	

	
	連絡先
	

	
	ＨＰ
	

	5
	団体名
	

	
	連絡先
	

	
	ＨＰ
	

	6
	団体名
	

	
	連絡先
	

	
	ＨＰ
	

	7
	団体名
	

	
	連絡先
	

	
	ＨＰ
	

	8
	団体名
	

	
	連絡先
	

	
	ＨＰ
	

	9
	団体名
	

	
	連絡先
	

	
	ＨＰ
	

	10
	団体名
	

	
	連絡先
	

	
	ＨＰ
	



問33　県外避難者の名簿を避難者や支援団体に公開、もしくは提供されていますか。
１．公開、もしくは提供している　→問35へお進みください。
２．公開も提供もしていない　　　→問34へお進みください。
問34　県外避難者の名簿を公開も提供もされていない自治体にお聞きします。それはどのような理由からですか。
自由回答
問35　阪神･淡路大震災では、県外避難者の方たちが連絡組織をつくる際に、避難者情報の入手が困難でした。避難者情報の入手について、アイデアがあればお書きください。
自由回答
問36　要援護者名簿や県外避難者名簿を関係機関の間で共有しやすいように個人情報保護法の

災害時運用の例外措置をつくるべきだという意見があります。これについてどうお考えですか。
１．賛成だ
２．反対だ

３．わからない
４．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問37　2011年9月に原発避難者特例法が施行されました。同法は、今回の原発避難者に限り適用（東日本大震災の被災者もこれに準ずる）となっていますが、今後の首都直下地震や東海・東南海・南海地震に備えて、原発事故に限定しない災害時県外避難者支援の恒久法にすべきだという意見があります。これについてはどのようにお考えですか。また、その理由をご記入ください。

１．恒久法にすべきだという意見に賛成だ
　理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

２．恒久法にすべきだという意見には反対だ
理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

３．わからない

理由（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
問38　今後、首都直下地震、東海・東南海・南海地震といった大規模災害が起こった時に、多くの県外避難者が出ると予想されていますが、行政による県外避難者への支援として最低限必要だと思われるものはどのような支援ですか、あてはまるもの全てに○を記入してください。
１．被災状況や移転先などの情報を記録した被災者台帳の作成　　　

２．避難所の設置　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３．公営住宅・公務員住宅の提供　　　　　　　　　　　　

４．ホテル・旅館の宿泊支援　　　　　　　　　　　　　　

５．被災地から避難先までの交通費の支給　　　　　　　　

６．食事提供　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

７．日用品の提供　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

８．家電製品の貸与　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

９．就労支援　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

10．自営業者の事業支援　　　　　　　　　　　　　　　　　

11．児童生徒の公立学校への受け入れ　　　　　　　　　　　　　

12．育児支援
13．介護サービスの提供　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

14．ワンストップサービスの相談窓口の設置　　　　　　

15．こころのケア
16．生活支援金の支給　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

17．見舞金の支給　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

18．図書館などの公共施設の利用　　　　　　　　　　　　　　　　　
19．県外避難者を対象とした調査　　　　　　　　　　　　　　　　　

20．県外避難者用ガイドブックの作成　　
21．県外避難者同士の交流の場の提供
22．国民ＩＤ（番号）制度の導入
23．その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問39　雲仙普賢岳噴火災害では食事供与事業、三宅島噴火災害では、長期避難者に災害保護特別事業として生活支援金が支給されました。県外避難者について、生活支援をすることについてどうお考えですか。

１．必要ではない
２．必要である
３．財源があれば、実施すればよい

４．その他

問40　12月1日現在で、県外避難者への支援としてこれまで貴自治体で実施された支援の内容はどのようなものでしょうか、次の１～２の中からあてはまるもの全てに○を記入してください。また、実施している支援の費用負担はどのようなものでしょうか。次のア～オの中からあてはまるもの全てに○を記入してください。なお、回答は、次ページの別紙にてお願いします。
実施された支援の状況

１．既存の行政サービスを県外避難者にも提供　　２．県外避難者に向けに独自のサービスを提供

費用負担について
ア　国に請求 　イ　被災県に請求 　ウ　国の判断に従う 　エ　自治体で自己負担　オ　その他
問41　東日本大震災で県外避難者への支援にあたって、課題だと思われることは何でしょうか。ご自由にお書きください。
自由回答

（別紙）

問40　12月1日現在で、県外避難者への支援として貴自治体でこれまで実施された支援の内容はどのようなものでしょうか、次の１～２の中からあてはまるもの全てに○を記入してください。また、実施している支援の費用負担はどのようなものでしょうか。次のア～オの中からあてはまるもの全てに○を記入してください。
実施された支援の状況
１．既存の行政サービスを県外避難者にも提供　　２．県外避難者向けに独自のサービスを提供

費用負担について
ア　国に請求   イ　被災県に請求   ウ　国の判断に従う  エ　自治体で自己負担 　オ　その他
	分野
	支　援　内　容
	支援の
状況
	費用
負担

	総　合
	全国避難者情報システムへの登録
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	避難者支援情報メールマガジンの発行
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	避難者のための手引き（ガイドブック）の作成・配布
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	避難者支援カードの発行
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	避難者総合支援センターの設置
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	避難者へのワンストップサービス相談窓口の設置
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	避難者調査の実施
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	緊急避難
	避難所の設置
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	妊産婦・乳児避難所の設置
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	高齢者避難所の設置
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	旅館・ホテルの宿泊提供
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	住まい
	公営住宅の提供
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	応急仮設住宅としての民間賃貸住宅借り上げ
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	住宅支援に伴う航空券、宿泊施設の提供
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	住宅に関する相談
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	暮らし
	生活必需品の提供（日赤6点セット）
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	福祉に関する相談
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	消費生活に関する相談
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	生活保護の申請
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	生活福祉資金の貸付
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	母子寡婦福祉資金の貸付
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	県税の減免
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	納税の猶予
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	医療・健康
	小児救急医療電話相談
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	健康相談
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	分野
	支　援　内　容
	支援の

状況
	費用
負担

	医療・健康
（続き）
	難病・肝炎治療の医療費助成
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	ストレス相談
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	保険証（被保険者証）の再交付
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	国民健康保険料（保険税）の減免、および納期限の延長
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	後期高齢者医療保険の減免、および納期限の延長
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	介護保険の利用
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	介護保険料の減免
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	被災者のこころのケアに関する相談
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	子ども
	乳幼児の育児相談
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	子育て・育児の悩み相談
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	子どもの相談全般
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	保健師の家庭訪問指導
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	先輩ママの家庭訪問
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	保育所の利用
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	幼稚園の利用
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	ひとり親家庭の児童扶養手当て
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	児童の受け入れ
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	心配ごとや家族の悩み相談
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	青少年
	高齢者の心配ごとなどの相談
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	高齢者
	福祉サービスの利用
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	身体障害に関する相談
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	障害者（児）
	在宅の障害児（者）に関する相談
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	知的障害に関する相談
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	精神障害に関する相談
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	発達障害に関する相談
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	身体障害者等用駐車施設利用証の発行
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	仕事の相談
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	職業・労働
	職業訓練
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	若者の就職相談
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	生活・就労相談
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	県の臨時職員（事務補助）採用
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	公立学校の臨時的任用講師等の採用
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	就農・就業機会の提供
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	農　業
	研修機会の提供
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	農村集落における受け入れ
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	林　業
	林業への就業
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	水産業
	研修機会の提供
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	分野
	支　援　内　容
	支援の

状況
	費用
負担

	商工業
	経営相談
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	融　資
	創業・新規事業への進出等に関する相談や各種支援
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	中小企業向けの融資制度
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	新規就農に関する資金
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	農業制度資金の融資
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	畜産に関する資金
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	漁船の建造資金などの水産関係資金
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	日本政策金融公庫による林業関係資金の融資
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	林業に関する設備投資資金等の融資
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	教　育
	教育に関する相談
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	私立中学・高等学校の教育
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	県の奨学金
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	私立高等学校の授業料の免除
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	定時制・通信制高校に就学するための資金貸付
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	県立学校の転入学に関する情報
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	特別な教育的支援が必要な子どもの入学
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	看護学生に対する修学資金の貸付
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	公立図書館の利用
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	外国人
	日常生活に関する相談
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	旅　券
	震災特例旅券
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	生活安全
	生活の安全などに関する相談
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	運転免許証・自動車保管場所関係の手数料減免
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	その他
	インターネット閲覧用のパソコンの設置
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	弁護士の無料相談
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	ペットの一時預かり
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ

	
	生活物資の提供
	１・２
	ア・イ・ウ・エ・オ


上記以外に実施している支援がありましたら，自由にご記入ください。

自由回答

ご協力ありがとうございました。

返送先


〒662-8501  兵庫県西宮市上ヶ原一番町1-155


関西学院大学災害復興制度研究所　


TEL：（0798）54－6996（直通）　FAX：（0798）54－6997）


E-mail：hinan-chousa@surece.co.jp


URL：http://www.fukkou.net
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県外避難者の公的施設以外での避難状況について





全国避難者情報システムについて





個人情報の保護について





首都直下地震、東海・東南海・南海地震について





県外避難者の支援について
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